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【要約】 本稿ではケニアの農村家計データを用いてアグロフォレストリーの採用に影
響する要因をプロビット分析を用いて特定を試みた。決定要因として、所有権を中心に、
農地および周辺の環境要因、市場アクセス、家計の特徴について考慮し、さらに、アグ
ロフォレストリー以外の土地改善施策としてテラス、人工肥料、堆肥も考慮し、多変量
プロビット分析を行った。
その結果、土地の所有権を公的に保証する土地権利証の保有がアグロフォレストリーの
採用を促進することが分かった。さらに、農地の傾斜度が高いほどアグロフォレストリ
ーを採用する傾向があること、また、家計の所得が高いほどアグロフォレストリーを採
用する傾向があることが分かった。以上の結果から、ケニアにおいてアグロフォレスト
リーを普及させるためには土地の私的所有権の法的支援の強化や、低所得者の一時的支
援が必要と考えられる。
【キーワード】 アグロフォレストリー、農業生産性、土地所有権、プロビット分析
JEL Classification Number O13, Q57
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はじめに
開発途上国、とりわけ人口増加率が依然として高いサハラ以南アフリカ地域では食料の
継続的な供給が重要な政策課題の一つとなっているが、食料の安定的な供給には新たな農
地の確保と既存の農地での生産性の向上が不可欠である。しかし、人口増加による既存の
農地での過剰耕作や休閑期間の短縮により土壌の肥沃度が低下しがちになることに加え、
サハラ以南アフリカ地域は ～ メートルの地域が ％を占め急峻な土地が多いとい
う不利な条件のため土壌流出が起こりやすく肥沃度の維持を困難にしている。これらのこ
とは近年サハラ以南アフリカ地域における主要穀物の生産性の伸び率が他の途上国と比べ
はるかに低いことの一因と考えられる。さらに既存の農地の生産性が低下すると新たな農
地の確保を目的として森林地が開墾され森林減少につながることも懸念される。
持続的農業生産への関心が高まる中、「アグロフォレストリー」に関連した国際的な研究
機関や非政府機関が近年多数発足し、途上国の農業戦略の一つとして注目されつつある
（ ）。アグロフォレストリーとは森林の空間を利用して農業や畜
産業、漁業などを組み合わせた農法のことで、それらの樹木との相互作用を積極的に活用
することにより、生産性の向上が可能となると考えられている。さらに、アグロフォレス
トリーには森林減少の緩和、薪炭材の供給、生活環境の保全の他に、混作により災害など
による収穫量減少のリスク分散ができるなど様々な利点が知られている 。
アグロフォレストリーはアフリカやアジアの一部では古くから行われてきたが、それを
より広い地域に普及させることは容易ではない。この農法は人工肥料などを多用し農業環
境の地域性に影響を受けにくい近代農法とは異なり、その地域ごとの天候、植生、地勢な
どから制約を受けるからである。また、アグロフォレストリーは植樹から本来の効果を発
揮するまでの期間が長く利益を上げるのに ～ 年必要であるため（ ）、非農業
収入源の無い農村家計にとってはこれが大きな障壁となりうる。実際に政府や国際機関に
よる技術援助を通してアグロフォレストリーへの移行を進めても途中で放棄されるケース
が多く、補助金や融資における優遇措置などのインセンティブが提供されなければ、継続
が困難であることが （ ）などにより指摘されている。インセンティブの
有無にかかわらずアグロフォレストリーを広く普及させ定着させるためには、どのような
条件でアグロフォレストリーが採用されるかを体系的に把握することが必要である。これ
までの研究でもアグロフォレストリーの促進要因として教育や居住期間、世帯主の性別、
（ ）など。
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所有権など家計の特徴について検討されてきたが（
など）、結果は地域やモデルの特定化によって異
なり各要因の影響について一般化を行うことが困難である。例えば技術促進に貢献しうる
教育がアグロフォレストリーに及ぼす影響について検証を行った
）では、メキシコのデータにおいては正の効果が見られたがフィリピンに
おいては非有意となり、異なる結果となった。さらに、前者においては長期居住が有利に、
後者においては不利に働くという結果となった。
本稿ではケニアの農村地域の小規模農村家計の家計データを用いてアグロフォレストリ
ーの促進要因を計量経済学的に分析する。分析においては農地の地理的特性や家計固有の
属性を回帰分析の被説明変数として含めることにより、実証結果の一般化を試みる。ケニ
アでは農業に不利な地理的要因、さらに近年の森林減少から土壌流出や水源涵養能力の低
下による農業生産性低下が懸念され、その対策としてアグロフォレストリーの重要性が高
まっている。かつケニアの農業はその環境的特徴から東アフリカ全体に共通するものがあ
り（ ）、アグロフォレストリーの成否に影響する要因を詳細に分析するこ
とによりその結果を他の地域に応用することは可能である。
アグロフォレストリーに関する計量分析は家計レベルの詳細なデータが不可欠であるが、
本稿では農地の特性や農村家計の属性に関する詳細な情報を含む
の 年農村家計調査データを用いる。まず、家計レ
ベルのデータを用いることで、アグロフォレストリーの選択に影響を与える要因を地域の
特性だけではなく家計や土地の特性によっても特定できる。アグロフォレストリーを実施
している農村家計と実施していない農村家計の両方のグループにアンケート調査を行って
いるため、アグロフォレストリーを自発的に採用する要因をプロビット・ロジット分析に
より計量経済学的に特定することが可能になる。さらに、 家計調査データにはアグ
ロフォレストリー以外の土壌・肥沃度保全に対する土地改善施策、具体的には、テラシン
グ 、人工肥料もしくは堆肥の使用についてのデータも含まれており、各要因についてその
影響を異なる土地改善施策の間で比較することができる。また、それぞれの土地改善施策
は他の土地改善施策と無関係に採用されているのではないかもしれない。よって、本稿で
はそれぞれの土地改善施策の相互連関を反映するよう、多変量プロビット分析を行い、独
立性の検定も行う。
本稿の構成は以下の通りである。第 節ではアグロフォレストリーの定義と実施形態、
土壌流出を防ぐために農地の周辺を畔や柵などで囲いを作る農法。
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ケニアの農業、またアグロフォレストリーの普及における障壁について述べる。第 節で
は関連した先行研究のサーベイを行い、本稿での分析方法を第 節で解説する。第 節で
は研究対象地域の概要とデータについて、続く第 節では推定結果とその解釈について示
し、最後に第 節で結論を述べる。
背景
アグロフォレストリーについて
「アグロフォレストリー（ ）」とは「 （農業）」と「 （林
業）」を合わせた造語であり、持続的土地利用形態の一つとして における研究過程
で作り出された言葉である（財団法人地球・人間環境フォーラム ）。アグロフォレスト
リーとは森林の空間を利用して農業や牧畜を行う農法で、農・畜産業と林業の並存から生
じる相互作用によって高い生産性と森林の保全を可能にする、という特徴があり、アジア、
アフリカなどの熱帯地域を中心に行われている3。
アグロフォレストリーの農業生産面における利点として、①樹木の間で農作物を栽培す
ることで土壌流出が抑制される、②多様な生態系が持つ自然の相互機能を利用することで
自然への負荷を軽減し、かつ有機肥料、窒素固定効果 の活用を通して土壌の肥沃度の維持
及び生産性の向上を図る、という点などが指摘されている（ ）。
またアグロフォレストリーはその特徴から植林を伴うので、森林減少の抑制、水源涵養機
能の強化などの点でも有益とされている。植林方法も単一種の植林ではなく原生林に近い
混合植林なので、植生の多様性が維持でき環境へのメリットも大きい。さらに樹木の用途
は用材としての利用に限らず果樹や薪炭材及び飼料への利用もできるなど選択の幅が大き
く、リスク分散による天災等による被害の緩和やひいては収益の増加にも繋がる。その他、
家庭内の薬用植物の生産などにも貢献している。
実施の形態において、アグロフォレストリーは極めて多様であるが、財団法人地球・人
間環境フォーラム（ ）によるとアグロフォレストリーは次の４つに大別される。①林
の定義によると「多年性木本性植物（樹木、潅木、ヤシ、竹）を、農作物（木質、非
木質）と家畜のどちらかまたは両方を空間的・時間的に同じ土地内で組み合わせて利用する土地
利用システムである。アグロフォレストリー・システムにおいては、様々な因子と生態学的・経
済学的な相互作用がある」とされている（ ）。
土中の根粒菌という微生物の働きにより、空気中の窒素を栄養素として固定化すること。マメ
科の植物の根に多いため、これを農地に栽培することで土壌の肥沃度を回復することが出来る。
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業＋農業：（例）タウンヤ法（ ）、樹木園、農家園、列間植栽（ ）
、シャンバシステム（ ）、シェイドグロウン・コーヒーなど、②林業＋畜
産業：（例）混牧林、牧草地での果樹植栽、生垣など、③林業＋農業＋畜産業、④林業＋水
産業：（例）アクアフォレストリーである。各国各地域で営まれてきた様々な伝統農業でこ
のいずれかの形態に属すものも多く、広義には焼き畑農業や日本の社会的林業も農業と林
業を並存させるアグロフォレストリーの一つと言える。
ケニアの農業
ケニアの面積は日本の約 倍の訳 万平方キロメートルであるが、北部の砂漠地帯は
国土の 分の を占め、国民の大半は高原地帯に居住している。四季はないが、年 回雨
季があり（大雨季： ～ 月、小雨季： ～ 月）、高原地帯においては年間 以上
という十分な降雨量の下で古くから農耕が営まれてきた。人口は 年で 万人（
統計）で、近隣国からの移住や衛生面の改善により人口は増加している。ケニアは他のア
フリカ諸国と比べ比較的経済発展が進んでいるが、依然として産業の中心は農業である。
年には農産物輸出額 万ドルで総輸出の を占めており（ ）、主要
輸出産物はコーヒーやサトウキビである。しかし農民の大半はとうもろこしや豆類などを
栽培し半自給的な生活を営んでいる（高橋 、 ）。 年の農業人口
は 万人で農民一人当たりの農産物生産額は ドルであった（ ）。
他のサハラ以南アフリカ地域同様、ケニアにおいても食料の生産性及びその上昇率が極
めて低く、 （ ）の単位面積あたりの穀物収穫量の
データに基づいて計算すると、 年から 年にかけて途上国全域では単位面積当た
りの穀物の収穫量は平均で約 倍に上昇しているのに対して、ケニアはわずか 倍の上
昇に留まり、特に 年からの 年間には ％減少している。さらに、ケニアでは
年から 年にかけて人口が約 倍と急激に増加したため、食料供給は需要に対して大
幅に不足している。
サハラ以南アフリカ地域において全般的に土地生産性が低迷している理由の一つとして
土地の改善に対する投資の低さが考えられる（高橋 、 ）。従来ケニアは人口密度
が低く、粗放的な農法が中心であったため肥料の導入や灌漑設備の充実など生産性を持続
最古のアグロフォレストリーの体系の総称。例えば成長の時期の差を利用して樹木と農作物を
栽培する方法など、内容は異なるが世界各地で行われている。
樹木の植栽間に作物を列状に植える。
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及び向上する努力が積極的になされてこなかった。二つ目の理由は土壌流出である。肥沃
な表土の流出は特に高山地帯で農業を営む途上国農民において深刻な問題の一つである。
ケニアの土壌は本来肥沃で農業には適しているが、農耕地の ％が高山地帯に位置してお
り、著しい土壌流出とそれに伴う栄養素の流出に悩まされてきた。（
）。流出した栄養素を補填する費用は の ％に及び、衛生に関する総
支出が の ％（ ） であることを考慮すると被害は甚大である。これは農
業生産の停滞を助長し今や国家的課題となっている。土壌の肥沃度を維持するための対処
法の一つとして人工肥料による補填が考えられるが、ケニアのほとんどの農村地域で道路
状況が整備されておらず輸送コストが大きいこと、さらに寡占による価格のつり上げのた
め、都市郊外での人口肥料の価格は都心部のモンバサと比べ約 倍になっている（
）。これらのことから人工肥料は貧しい農民には入手が困難となり、ケニア西部では
人工肥料を使用している農村家計は全体の ％未満に過ぎない（
）。
また近年の森林減少も土壌流出の一因となっている。森林減少はそれ自体が重大な自然
環境の損失であるが、土壌維持の機能低下やさらには水源涵養機能の喪失にも繋がり、乾
燥地帯における農業生産の低下を助長している。
ケニアにおけるアグロフォレストリーの利点と欠点
アグロフォレストリーの利点は多様であるが、アグロフォレストリーの短所は、第一に
その効果が表れるまでの懐妊期間が平均３～６年と長い点である（ ）。これは
農地に植林した樹木が成木になるまでの期間であり、その期間農村家計はアグロフォレス
トリーから得られる利益が無くコストの分だけ低収入となる。したがって農民はその低収
入の期間を凌げるだけの資産や非農業収入を見込むことができなければアグロフォレスト
リーを行わないことになる。実際アグロフォレストリーの普及プロジェクトが行われる際
にも、利益を得るまでの懐妊期間が長いことが障害となっている。多くの農民は短期で利
益を得ることを期待してプロジェクトに参加するため、政府や外部機関からの経済的支援
がなくなると途中でアグロフォレストリーを放棄する傾向にある（ ）。第
二に、植林する場合、地域の気候や植生などに応じて植林樹と農作物の組み合わせを変え
る必要性が挙げられる。 などの研究機関は適した組み合わせを生物学的に研究して
参照。
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いるが、多くの場合現地住民の経験に頼っており、そうした知識や植林樹の不足が普及を
阻む制約となっているという指摘もある（ ）。利益は土地の所有者が享
受するので、土地の所有権を持たない農村家計は利益があまり得られないという側面もあ
る（財団法人地球・人間環境フォーラム ）。
先行研究
個人がアグロフォレストリーを採用するということは将来それを採用しなかった場合に
比べてより大きな利潤を得ることを見込んでいると言える。個人が「現在」から「将来」
にかけての利潤もしくは効用の総和の期待値を最大化すると考えると、長期的にアグロフ
ォレストリーが生産性を高めることによる期待利潤の現在価値が大きいほどそれを行うイ
ンセンティブは高くなる。ここで、アグロフォレストリーが天然肥料を供給することだけ
ではなく、林産物を供給し収入源を拡大したり、土壌流出や肥沃土の減少を軽減するなど
様々な利益を含む。個人のリスク選好も反映されることになる 。リスク選好に関わる要因
としてはまず将来の収穫における不確実性（リスク）が挙げられるが、それには土壌流出
の程度や、農業用水へのアクセス整備状況などが関連している。さらに個人の危険選好は
計測が困難であるが、居住年数、教育、または資産の大きさなどのような個人の属性と相
関があると考えられるので、これらの変数を通じてコントロールすることは可能である。
また私的所有権の強さも将来の利益の帰属に影響するので重要な要素となるであろう。
したがって、ここではアグロフォレストリーの選択に関わる要因として、農業生産物か
らの収益に直接寄与する要因、将来の収益の不確実性に影響を与える要因、個人の危険選
好に関する要因などを中心に先行研究を整理する。表１には主な先行研究の結果をまとめ
ている。
一般的に農民たちはリスクを回避するために、生産性は低いがリスクも小さい伝統的な農法を
選択する。また将来起こりうるリスクに備え資本蓄積も必要となる。その結果生産のための資本
投資が減少し、生産性の低下を招く側面もある（原島 ）。
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表１ アグロフォレストリーの決定要因に関する主な先行研究結果
文献 （ ）
国名
アグロフォレストリーの経験 （＋） ＋＋ ＋＋
列間栽培 ＋
農地における植林経験 ＋＋ （＋）
植林
林業経験 （＋）
農業収入（％） （＋）
＋＋
非農業収入 ＋＋＋ （＋）
家畜の価格 ＋＋＋
農耕地の傾斜度 （＋）
土地に対する所有権の安全性 （－）
テナント
木に関する所有権全般 （＋）
初等教育 ＋＋＋
（＋） （＋）
中等教育 ＋＋
世帯主の年齢 （＋） （＋）
世帯主の性別（男性） ＋＋＋ ＋＋
現地住民 ＋＋＋
居住期間 （＋）
農地面積 ＋＋ （－）
家族規模 ＋＋＋
人口密度
土壌浸食                （－）
薪炭材供給    ＋＋
家畜 （－）
出所：著者作成。
アグロフォレストリーの植林樹には周辺の環境に応じて適・不適があり、より適した樹
木の苗木や種子は市場から購入する必要があるため、植林用の苗木や種子の調達、及び農
産物の販売のための市場へのアクセスがアグロフォレストリーの採用に影響を与えると考
－－
－－
－
－
－－
－
－－
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えられる（ ）。土地の所有権も、農業生産からの将来収益が保証されるこ
とにより長期にわたって生産性を維持するインセンティブが強くなり、土地への投資が促
進される（ ）。また土地市場が発達した状況では、土地への投資
によって付加された価値は土地の価値に反映されるので、所有者は土地に対して積極的に
投資するようになる（ ）。さらに、所有権が明確な土地は銀行から融資を受
ける際の担保となるため、農業生産の初期投資のための借り入れ制約が緩和されるという
効果もある（ ）。 はフィリピンの
事例から借地は私有地に比べアグロフォレストリーが実施されにくくなるという結果を得
た。但し所有権の重要性を示唆しながらも地域ごとの所有権制度の違いを考慮すべきであ
ると付け加えている。例えば、近代的な土地の所有権の広がりによって、それまで暗黙に
継承されてきた土地の保全に対する投資活動や耕作が抑制されることも考えられる
）。
途上国では生産の基礎となる土地の市場が未発達であることが問題視されている。土地
市場が成り立たない理由は幾つか挙げられるが、その一つは土地が単なる資本ではなく数
少ない貴重な担保物件としての価値を含んでいることに起因する。このため家計の貯蓄が
少なく信用市場も極めて不完全な状況では、小規模農民にとって現行市場価格にて土地を
購入することは不可能なケースが多い（ ）。
人的資本の向上に寄与する教育はより優れた生産技術の採用につながると考えられるが、
さらに、教育の高い個人は将来の収穫の変動に対して危険回避的になると考えられるので、
将来の収穫の変動を抑制する効果のあるアグロフォレストリーを選択する傾向があると考
えられる。 は初等教育がアグロフォレストリーの選択を促進す
る効果があることを示した。しかし （ ）が土壌の肥沃度を維持するための
投資に影響を及ぼす要因の分析を行ったところ、教育は負の影響を与えるという結果にな
った。
定住傾向も、それが強い個人ほど長期的な投資を行う傾向があるためアグロフォレスト
リーを促進する要因になると思われる。 はメキシコの事例
から現地住民は移住者よりもアグロフォレストリーを積極的に行うことを示した。しかし
フィリピンでは居住期間が長いことが逆に抑制要因になるという結果になり、単に居住期
間が長いほどアグロフォレストリーの実施が促される訳ではなく、定住に付随する「他の
要素」の影響が大きいと考えられる。「他の要素」として、例えば地域の植生の特徴やそれ
に適したアグロフォレストリーに関する知識・経験の蓄積、定住者に有利な所有権を得や
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すい制度、また地域の情報交換ルートとしてのコミュニティー間ネットワークが強化され
ていることなどが挙げられている（ ）。また
（ ）はアグロフォレストリーの普及プロジェクトが波及効果としてこうしたネットワ
ークを発展させることを示唆している。また、上記の要因の他、家計の意思決定者の年齢、
性別などの個人の属性もアグロフォレストリーの実施に影響を与えていると指摘されてい
る（ ）。
最後に、時間選好率が高い農村家計はより短期的な利益を求める傾向にあるので、長期
的な投資であるアグロフォレストリーを実施しない傾向があると考えられる（
）。貧困な農村家計は生存のための食料需要を満たす必要性が高く時間選好
率が高くなることを考えると、貧困な農村家計ほどアグロフォレストリーの実施に消極的
であると考えられる。
以上の先行研究を踏まえて本稿ではどのような要因がアグロフォレストリーの採用を促
進もしくは抑制するのか、本節のサーベイをもとに実証分析を行う。とりわけ、途上国の
政策において重要性が高いと思われる所有権と市場アクセスについて重点的に分析を行う。
本稿の貢献は、アグロフォレストリーの実施の決定要因を分析するにあたって、現存の実
証研究が検証を行った要因についてより詳細に検討を行う点である。また、テラシングや
人工肥料、堆肥などアグロフォレストリー以外の土地に対する投資についても検討するこ
とにより、アグロフォレストリーにおける関係が、他の投資手段においても見られるかど
うかを検証することができる。
分析方法
分析モデル
本稿では （ ）を参考に理論モデル及び推定モデルを構築す
る。 （ ）は代表的期待効用最大化モデルから導出されるラン
ダム効用関数モデルによりアグロフォレストリーの実施の決定メカニズムを推定している。
このモデルにおいて、アグロフォレストリーは農作物の生産性を高め、収穫の不確実性を
軽減するための土地に対する投資と考えられる。 （ ）は実際
に理論モデルの解を明示的に求める代わりに、期待効用が主要な説明変数の関数として表
わせることを示すことにより、アグロフォレストリーとこれら説明変数との関係がランダ
ム効用関数モデルで推定できることを示した。
（ ）の理論モデルは時間制約と予算制約の下で効用を最大
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化するハウスホールドモデルである。一階の条件から効用を最大化する労働・余暇時間、
農産物の販売量や自家消費などに関して解いた後に与えられる効用関数は家計や土地の属
性などの外生変数の関数となる。ここでこれらの外生変数はアグロフォレストリーの採用
の決定要因となるので、要因変数と呼ぶこととする。要因変数を （ベクトル）とおき効用
関数は について線形であると仮定すると、ランダム効用関数モデルは次のようになる。
         （６）
ただし、 は個人（各区画）、 はパラメーター（ベクトル）、 はアグロフォレストリ
ーを行う、 は行わない事を示す。また誤差項 は説明変数 と独立と仮定し、
かつ に従うと仮定する。
ここで、アグロフォレストリーを行うのは、（６）式において の時に得られる効用が
の時に得られる効用以上の場合であり、その確率は次のように表すことができる。
     （７）
さらに個人 が を選択する確率が正規分布やロジスティック分布に従うと仮定すると
プロビットモデルやロジットモデルでの推計が可能となる。また、テラシングの採用及び
堆肥や化学肥料の適用などもデータでは二択変数となっているため同様にプロビットもし
くはロジットモデルで分析可能である。なお、複数のプロビットモデルを同時に推定する
場合はプロビットモデルが扱いやすいので本稿ではプロビットモデルを用いる。
変数について
農地及び周辺の地勢的特徴
個々の農村家計が主観的に認識している農地や周辺環境の状態を示す変数として、次の
つを用いる。「傾斜度」は農地の傾斜度を示す変数で、（ 平坦 緩やかな傾斜 厳しい傾
斜）の 段階、「環境劣化度」は農地及び周辺の環境劣化の度合いを示し（ 非常に深刻
深刻 普通 無視できる程度 全くない）の５段階、「肥沃度」は農地の土壌の肥
沃度を示し 乏しい 普通 良い 非常に良い の 段階で示されている。
市場アクセス
各家計の住居を基点として最短距離（ ）を示している。「要素市場」は樹木の種子など
を取り扱っている要素市場（但し労働力を除く）までの距離、「農産物市場」は生産物を売
買する農産物市場までの距離を指している。
家計の特徴
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10 Kshs 1.63 1 67.05Kshs 2008 1
「家族数」は家族の構成員の人数である。子供の人数に家族構成に応じて親の数（ 人ま
たは２人）を加えた 。「世帯主の性別」は１＝男性、０＝女性とする。「世帯主の教育年数」
は土地の所有者が正規教育を受けた年数を示し、初等教育＝ 年、中等教育＝ 年、大学や
専門学校＝ 年と考え、合計で何年教育を受けたかを表している。「現地住民」は、１＝現
地住民、０＝移住者とし、居住期間がアグロフォレストリーの選択にどう影響を与えるか
を見る。「所得」は非農業収入も含めた所得で、単位は現地通貨のケニアシリング（ ）
である10。分布が正の歪みを持つので推定では自然対数をとったものを使う。「クレジット」
はダミー変数で過去５年以内の融資の利用の有無を示している。「家畜数（牛）」は飼育
している牛（固有種及び交雑種）の頭数であり、アグロフォレストリーと畜産の関係を見
る。「農地面積」は所有している土地のうち農業に利用している土地の面積である。｢灌漑
設備｣は灌漑設備の有無を示すダミー変数である。
土地所有権
アグロフォレストリーの実施に対する所有権の影響を詳細に見るために、土地権利証、
土地登記、転売権、貸与権、相続人決定権という つの属性に分類したダミー変数を用い
る。「土地登記」は土地が正規登録されているか否かを示している。他の つの属性は各々
の権利を１＝保有している、０＝保有していないことを示す。
アグロフォレストリー及び他の土地改善施策
プロビット分析における被説明変数はアグロフォレストリーを実施しているか否かの二
値選択変数である（１＝はい、０＝いいえ）。ここでアグロフォレストリーの実施の決定メ
カニズムと比較のため、アグロフォレストリー以外の二値選択変数を考慮する。これらは
「テラシング（ ）」、「人工肥料（ ）」、「堆肥（ ）」の３つである。
但しこれらの つの土地改善施策は択一的なものではない。表 で示すとおり、アグロフ
ォレストリーと人工肥料、および堆肥との間に正の相関が見られる。これから、この４つ
の土地改善施策は互いに排他的なものではなくむしろ補完的に実施されていると考えられ
る。
構成が不明な場合両親２人分を加えた。
１ ＝約 円、 米ドル＝約 （ 年 月）。
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1300 1900
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Suba 25,855Kshs Laikipia 40,123Kshs
表２ 土地改善施策の相関係数
アグロフォレ
ストリー
テラス 人工肥料 堆肥
アグロフォレストリー
テラス －
人工肥料
堆肥
   出所： 農村家計データより筆者推計。
データ及び研究対象地域について
アンケート調査は から 世帯、 から 世帯の併せて 世帯を対象
に行われた。そして各世帯において複数区画の農地を所有している場合は、最も主要な区
画から最大 番目に主要な区画までに関するデータを個々のサンプルとして扱いプールし
た。そのうちアグロフォレストリーに関して回答のあったサンプルを抽出し、最終的に
のサンプルを使って分析した。以下データの記述統計より研究対象地域の状況を推定モデ
ルのカテゴリーごとに特徴の見られたものについて述べる。
本稿が分析に用いるデータはケニア西部の 州の 県と 州の
県で 年に行われた によるアンケート調査によって採取されたもので
ある。この調査は農業生産性と環境に対して土地の所有権が与える影響を把握する目的で
実施された（ 参照）。
は ～ ％が乾燥または半乾燥地帯で、雨季は ～ 月（長期雨季）と ～ 月
（短期）の年 回である。低地の年間平均気温 ～ 度であり、平均最低気温は 度以
上である。農作物は綿花栽培が中心である。標高 ～ ｍの高地の方では平均年間気
温が ～ 度で、アラビカコーヒーの産地でもある（ ）。一方
は谷間に位置し急傾斜に囲まれており、 ～ ％が乾燥または半乾燥地帯となる。主たる
経済収入源は辺境で営まれる農業と牧畜であるが、降水量が少ないため放牧地や水源地が
限られており、近年牧畜が停滞している。
データより２つの地域を比較すると、 と の傾斜度に対する認識レベルは
各々約 、約 と共に緩やかな傾斜という認識であった。特に差異が見られたのは所得
と所有権である。平均所得は、 が 、 が 、と大きな開
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きが見られた。また所有権においても土地権利証を保有に関しては では ％であ
ったのに対し、 では ％であった（土地の登記は ： ％、 ： ％
であった）。また、 の方が多様な農法によって農業を行っていることが分かる。そ
の他の所有権の属性、説明変数には大差はなかった。
と を含むケニア西部の特徴は、海抜が高く全体的に緩やかな傾斜に囲まれ
ている地勢である。土壌は滋味に富んで水捌けがよく農業生産性の高い地域とみなされて
いる。しかし過剰耕作によって近年土地が疲弊しつつある（ ）。アンケー
ト調査より 件（約 ％）の区画で「非常に深刻、または深刻である」と回答している。
その環境劣化の問題の内訳を見ると、農業に起因すると見られる裸地化や土壌の陥没も合
わせて 件（ ％）を占める。したがって今回の研究対象地域はケニア西部の典型的な特
徴と問題を抱えており、分析対象も一般的なケニア西部の農村家計と考えることができる。
「傾斜度」や「環境劣化度」など不利な条件はアグロフォレストリーの採用の促進要因と
なり「肥沃度」など有利な条件は抑制要因となると予測される。表 より「要素市場」ま
での距離、「農産物市場」までの距離は共に平均が であるが、前者の方は家
計によってややばらつきが見られる。
ケニアの教育制度は 年に教育改革案が導入され、現在は８年間の初等教育、４年間
の中等教育、４年間の大学教育が柱の － － 制である。初等教育のカリキュラムには職
業訓練なども含まれている 。ケニアは他のアフリカ諸国に比較すると相対的に就学率は高
く 年代には粗就学率は ％であったが、 年以降改革による教育費用の負担増など
から初等・中等教育は漸減の傾向にある（澤村 ）。
アンケートによると正規教育においては ％の土地所有者が初等教育を受けている。
また大学まで進学した者のなかでは総合大学への進学率は ％であった。一方非正規教育
を受けているのは ％であった 。
初等学校終了後に就業する大部分の子どもたちにとっては適切ではないとの理由から、教育
改革以後、スワヒリ語および職業訓練的な実用科目（農業、ビジネス、クラフト、家庭科）など
をカリキュラムに加え、生産技能を身に付けられるようになった。
正規教育、非正規教育などの区別の詳細は源 を参照。
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296 9.758 1.094 8.0 12.2
296 0.068 0 1
296 2.976 4.334 0 25
296 7.307 3.131 1 19
296 0.784 0 1
296 7.135 4.612 0 16
296 0.885 0 1
296 0.061 0 1
296 3.931 5.384 0.1 54
296 3.497 1.780 0.1 10
296 0.439 0 1
IFPRI
Pender et al 2006
241 70
81 52 43 2
1 32,122Kshs 25,834shs
62,712Kshs 3,000Kshs
表３ 主要な変数の記述統計
変数名 平均値 標準偏差 最小値
アグロフォレストリー
テラス
人工肥料
堆肥
土地の肥沃度
土地の傾斜度
環境劣化度
土地面積
所得（対数）
クレジット
家畜数（牛）
家族数
男性の世帯主
世帯主の教育年数
現地住民
灌漑設備
要素市場からの距離
生産物市場からの距離
注：二値変数、カテゴリー変数については平均値、最小値、最大値のみ掲載した。
出所： 農村家計データより筆者推計。
正規教育の効果は①危険回避度が高くなる（正）、②農業以外の職業選択が増える（但し
最低でも中等教育以上）（負）、③その結果非農業収入が増え（ ）、農業投
資が増える（正）、の３つが考えられ、アグロフォレストリーの採用に与える正負の影響も
それぞれ異なる。一方職業訓練を含む非正規教育は農業に直接関わってくるので正の効果
があると予想される。
アンケートより主な収入源として農業を行っているのは 件（うち兼業農村家計 件）
で全体の約 ％を占め、次いでその他の職業 件（うち兼業農家 件）、無職 件、不
明 件であった。全体の平均所得は約 で、職業別に見ると、農業約 、
その他 、無職 となり、その他の方が農業よりも平均所得は高い。さ
サンプル数 最大値
Laikipiaダミー
16
16,246Kshs
53,195Kshs
Pender 2006
Amadalo et al 
2003 3 7
3
Place et al 2005
Pender et al 2006
8 74
33.4
121
0.3
6.
3
4 4
らに、専業・兼業農家別で所得の違いを見ると、専業農家 、一方兼業農家
と、農業収入だけに頼っている専業農家は兼業農家よりも平均所得が低く、現
金収入としては非農業収入の方が重要視されていることからも（ ）、両者に大
きな格差があることが分かる。
また特にケニア西部においては正規の農業融資機関が未発達であり（
）、表 から融資を利用している家計は約 ％で、ほとんどの家計が融資を利用してい
ないことが分かる。これはケニアの背景として大半の小規模農家は融資の利用が不可能な
状態にあるためである。実際に融資を利用できるのは①融資プログラムが発達している輸
出産業者（コーヒーや紅茶など）②契約農家③政府の融資プログラムに参加している農村
家計、の つのケースに限られている（政府プログラムも実際に利用できるのは中・大農
家のみである）。
ケニアでは土地の移転は相続が主であるが、一部は市場で売買されている。しかし、ケ
ニア西部は中央ケニアとは異なり私的所有権が浸透しておらず（ ）、大半の
農村家計が土地の名義を父親にしており、土地登記及び土地権利証の交付も受けていない
家計が多い（ ）。アンケートでは「転売権」、「相続人決定権」、「貸与権」
は 割以上の家計が保有していると回答している。しかし一方で「土地登記」は ％と少
なく、土地権利証を保有している家計に至っては ％しかない。さらにこの二つの関係
を見ると、土地は登録済みであるが、土地権利証を保有していない家計は 件もあり、
権利証の交付率が低い現状が窺える。また、土地の所有年数及び土地の居住年数、所有権
の属性との関係を見ると、土地の所有年数は居住年数との正の相関があり、現地住民ほど
長期にわたり土地を所有していることになる。また「転売権」、「相続人決定権」、「貸与権」
が互いに正の相関を持つことから（大半が相関係数 以上）、これらの権利は共存する傾
向にあると思われる。分析において土地所有権の属性のうちどれに着目すべきかという点
については一定の基準はないが、土地権利証がより客観的な私的所有権の状態を示してお
り、また、多くの研究において用いられることから、本稿では主に土地権利証を所有権の
属性として分析を進めるが、その他の属性についても検証を行う。
分析結果
最初にアグロフォレストリー及び他の つの土地改善施策の決定要因を多変量プロビッ
ト分析により、同時に推定を行った（表 ）。 つの推定式の独立性を検証するため、格式
の誤差項の相関が同時にゼロであるという帰無仮説に対し尤度被検定を行ったが、カイ二
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3.980 6 p- 0.679
4
Laikipia
5
5
6.1
4 Laikipia 1 Laikipia
5
6.2
Franzel et al 2004
乗統計量は となり自由度＝ での 値は となるので帰無仮説を棄却できなかっ
た。つまり、４つの土地改善施策の間での相関は主に説明変数で説明することができ、そ
れ以外の部分では互いに独立していると考えられる。表 からはアグロフォレストリーの
採用に影響を与える要因は、所有権（土地権利証）（＋）、傾斜度（＋）、所得（＋）、クレ
ジット（－）、地域（ ダミー）（＋）であることが分かる。
さらに、アグロフォレストリーと所有権の関係について詳細な分析を行い、結果を表
に示した。表 では、上記の独立性の検定の結果を受けて、単独のプロビットモデルの推
定を行った。
農地及び周辺の地勢的特徴
表 より ダミーは ％の有意水準で有意であった。この結果より の方
がアグロフォレストリーの実施確率が高いことが示される。また、「傾斜度」が有意水準 ％
で正に有意で、「肥沃度」と「環境劣化度」は非有意であった。つまり傾斜が厳しい区画ほ
ど、また環境劣化が深刻な区画ほどアグロフォレストリーの実施確率が高いが、肥沃の程
度の認識はあまり影響を与えないことを示している。傾斜度が土壌保存においてより脅威
であると多くの生産者が感じており、土壌流出の抑制効果及びそれに伴う生産性低下のリ
スク回避がアグロフォレストリー実施の動機であるならば傾斜度が有意となることが説明
できる。また、ここで比較のため他の土地改善施策の結果をみると、有意になる要因は異
なるが、農業生産に不利な環境に対してテラシング、堆肥、人工肥料などの方策をとると
考えられる。
市場アクセス
市場アクセスに関しては「要素市場への距離」が人工肥料及び堆肥について正に有意で
ある一方、アグロフォレストリーやテラスについては非有意となった。アグロフォレスト
リーが市場アクセスにあまり影響を受けないことが分かった。「農産物市場への距離」につ
いては、人工肥料で負に有意となった。アグロフォレストリーに必要な種子や苗木などの
取得費用が要素市場への距離の影響を受けると考えられ（ ）、符号はそれ
を支持する負の関係を示しているが、統計的には有意にはならなかった。
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Variables
1.248*** 0.549* 0.857 0.016
(0.337) (0.290) (0.600) (0.318)
0.412 0.370 0.260 0.914***
(0.312) (0.229) (0.643) (0.235)
0.457** 0.152 0.729*** 0.213
(0.202) (0.171) (0.274) (0.233)
0.058 0.372*** 0.039 0.104
(0.132) (0.137) (0.525) (0.184)
0.013 0.010 0.011 0.059
(0.024) (0.023) (0.041) (0.066)
0.329** 0.042 0.574** 0
(0.160) (0.122) (0.261) (0.312)
0.675* 0.393 0.756 0.535
(0.399) (0.368) (0.803) (0.534)
0.005 0.068** 0.376** 0.201***
(0.039) (0.033) (0.134) (0.053)
0.020 0.070* 0.197* 0.047
(0.049) (0.038) (0.106) (0.056)
0.252 0.665** 0.583 0.142
(0.351) (0.297) (0.416) (0.351)
0.025 0.024 0.052 0.035
(0.034) (0.028) (0.059) (0.088)
0.735 0.181 0.333 1.680**
(0.509) (0.374) (2.644) (0.784)
0.770 0.118 0.193 0.252
(0.624) (0.376) (0.493) (0.751)
0.080 0.004 0.181*** 0.032**
(0.164) (0.017) (0.065) (0.016)
0.072 0.227 0.373* 0.106
(0.172) (0.076) (0.214) (0.099)
Laikipia 1.175*** 0.001 11.684*** 2.989***
(0.321) (0.307) (3.120) (0.669)
3.729** 1.436*** 18.824*** 3.277
(1.550) (1.443) (4.516) (2.592)
N 168
244.113
p- 0
”*” ”**” ”***” 10 5 1
3.980
6 p- 0.679
IFPRI
表４： ４つの土地改善施策の決定要因（多変量プロビット分析）
アグロフォレ
ストリー
テラス
人工肥
料
堆肥
土地権利証 － －
土地の肥沃度 － － －
土地の傾斜度 －
環境劣化度 － － －
土地面積 － － －
所得（対数） －
クレジット － －
家畜数（牛）
家族数 － － －
男性の世帯主 － －
世帯主の教育年数 －
現地住民 －
灌漑設備 －
要素市場からの距離 － －
生産物市場からの距離 －
ダミー －
定数項 － － －
対数尤度 －
値
注：括弧内は標準偏差。 、 、 はそれぞれ 、 、 ％水準での有意性を示す。誤差項
の相関が同時にゼロであるという帰無仮説に対し尤度被検定を行った。カイ二乗統計量は
となり自由度＝ での 値は となるので帰無仮説を棄却できない。
出所： 農村家計データより筆者推計。
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Model 1 Model 2 Model 3 Model 4 Model 5 Model 6 Model 7
1.203***
(0.267)
0.215
(0.246)
0.361
(0.267)
0.175
(0.287)
0.139
(0.353)
0.495
(0.445)
1 0.056
(0.061)
2 0.334***
(0.098)
0.015 0.155 0.164 0.133 0.134 0.144 0.137
(0.194) (0.181) (0.181) (0.180) (0.179) (0.180) (0.184)
0.583*** 0.404*** 0.443*** 0.462*** 0.464*** 0.451*** 0.373**
(0.163) (0.157) (0.150) (0.148) (0.148) (0.147) (0.152)
0.111 0.120 0.104 0.111 0.110 0.108 0.137
(0.095) (0.100) (0.100) (0.099) (0.099) (0.099) (0.099)
0.002 0.017 0.020 0.019 0.019 0.020 0.006
(0.024) (0.023) (0.022) (0.022) (0.022) (0.022) (0.023)
0.337*** 0.172* 0.173* 0.160 0.165* 0.156 0.260**
(0.109) (0.101) (0.099) (0.100) (0.100) (0.101) (0.103)
0.276 0.113 0.032 0.094 0.085 0.049 0.264
(0.362) (0.368) (0.364) (0.368) (0.361) (0.367) (0.360)
0.017 0.009 0.016 0.012 0.011 0.010 0.007
(0.025) (0.023) (0.022) (0.022) (0.022) (0.022) (0.025)
0.011 0.026 0.020 0.028 0.025 0.026 0.018
(0.034) (0.031) (0.031) (0.031) (0.031) (0.031) (0.033)
0.024 0.010 0.079 0.010 0.042 0.031 0.009
(0.250) (0.253) (0.251) (0.250) (0.248) (0.247) (0.256)
0.015 0.008 0.008 0.008 0.008 0.006 0.010
(0.026) (0.025) (0.025) (0.025) (0.025) (0.026) (0.025)
0.818*** 0.817*** 0.901*** 0.807*** 0.833*** 0.803*** 0.856***
(0.309) (0.294) (0.309) (0.296) (0.299) (0.299) (0.298)
0.642 0.717 0.751* 0.681 0.702 0.700 0.730*
(0.475) (0.438) (0.453) (0.445) (0.445) (0.441) (0.423)
0.054*** 0.066 0.075 0.077 0.073 0.072 0.050**
(0.020) (0.073) (0.075) (0.122) (0.081) (0.127) (0.021)
0.074 0.055 0.034 0.045 0.047 0.050 0.075
(0.058) (0.085) (0.087) (0.126) (0.091) (0.130) (0.056)
Laikipia 1.087*** 1.415*** 1.458*** 1.506*** 1.502*** 1.499*** 1.106***
(0.252) (0.255) (0.241) (0.243) (0.243) (0.243) (0.266)
4.561*** 2.267** 2.033* 2.354** 2.153* 2.623** 2.775**
(1.291) (1.111) (1.155) (1.160) (1.135) (1.141) (1.114)
N 295 295 295 295 295 295 295
123.059 132.918 132.411 133.133 133.215 133.133 127.927
p- 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00
Psuedo R Squared 0.381 0.332 0.334 0.331 0.330 0.331 0.357
”*” ”**” ”***” 10 5 1
IFPRI
表５：アグロフォレストリーの決定要因（被説明変数 アグロフォレストリーの採用）=
説明変数
土地権利証
土地登記
土地の転売権 －
相続人決定権
土地の貸与権 －
生産作物種決定権
所有権の第 主成分
所有権の第 主成分
土地の肥沃度 － － － － － － －
土地の傾斜度
環境劣化度 － － － － － － －
土地面積
所得（対数）
クレジット － － － － － － －
家畜数（牛） － － － － － － －
家族数 － － － － － － －
男性の世帯主 － － － － － －
世帯主の教育年数 － － － － － － －
現地住民
灌漑設備
要素市場からの距離 － － － － － － －
生産物市場からの距離 － － － － － － －
ダミー
定数項 － － － － － － －
対数尤度 － － － － － － －
値
注：括弧内は標準偏差。 、 、 はそれぞれ 、 、 ％水準での有意性を示す。
出所： 農村家計データより筆者推計。
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13 Kenya Women Finance Trust
KWFT 1998
家計の属性
「土地面積」はいずれの土地改善施策においても有意にはならなかった。「世帯主の教育
年数」もまたいずれの土地改善施策においても有意とならず、人的資本やリスク回避を通
じての影響が認められなかった。さらに、「男性の世帯主」もテラスを除いて有意にはなら
なかった。これはケニアにおいて女性の方が農業で果たす役割が大きく（
）、また相互扶助のネットワークも女性中心のものが多いので 、女性の世帯主が必ず
しも男性の世帯主より土地改善に消極的とはいえないことを示している。「家族数」はテラ
ス、人工肥料において負に有意となり、他では非有意であった。これはアグロフォレスト
リーが家族労働を主とする農法ではないため労働者の雇い入れが広く行われていることが
原因であるかも知れない。アンケート調査より、この地域においては必要な場合雇用労働
力が近隣から得られる状況にあることから、労働集約的な農法であるアグロフォレストリ
ーにおいては家族外の労働者に頼る部分が大きいと考えられる。「家畜数」はアグロフォレ
ストリーの式では有意とならず畜産の相互作用は示されなかったが、他の土地改善施策に
おいては有意になり、一般的には家畜は土地改善に貢献していると考えられる。
「所得」についてはアグロフォレストリーと人工肥料において正に有意となった。所得
が高いほど実施確率が上昇するという結果になった。これはアグロフォレストリーが懐妊
期間の長い農法であるため、その間に予備的収入があるほど実施確率が上がる、との予測
通りである。また、第 節より専業農家と兼業農家を比較すると、後者の方が高かったこ
とから、農業以外に収入源を持つ家計ほどアグロフォレストリーを行う潜在的可能性をも
っていると考えられる。さらに非農業収入を増やす手段として職業選択の幅を広げる正規
教育の重要性が示唆されている（ ）。
また一般的に所得制約は融資を受けることによって緩和されるものであるが、「クレジッ
ト」の影響は逆に負に有意になった。符号についてはさらに吟味が必要であるが、ケニア
では血縁グループやコミュニティー内での金融・相互扶助と貯蓄が将来のリスクの平準化
を図る手段として浸透しているため（原島 ）と考えられるかも知れない。
居住期間が長くなるにつれ所有権やコミュニティー内の相互扶助が強まるため現地住民
であることは重要な要素であると考えられるが、「現地住民」は堆肥への影響が正に見られ
たが、他の土地改善施策に対しては非有意であった。他地域からの移民がサンプルの約 ％
と人口移動が盛んであり、コミュニティー内の関係が希薄になってきた事が考えられる。
政府も女性を対象とした小規模融資（例：ケニア女性資金信託（ 、
）など）や農業訓練などを行っている（国際協力事業団企画部 ）。
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「灌漑設備」は非有意であったが、灌漑設備のある農地自体がサンプルのわずか ％と少な
く、効果の有無について結論づけるにはより多いサンプル数が必要である。
所有権
表 の結果からは「土地権利証」が ％水準で正に有意となり、私的所有権がアグロフォ
レストリーの採用に寄与していることが分かる。限界効果を計算したところ、権利証を保
有している家計は保有していない家計よりもアグロフォレストリーの実施確率が ％上
昇する。所有権を保有することは将来の利益の享受を確約されることを意味し、投資のイ
ンセンティブが高まると考えられる。
さらに、所有権の影響を詳細に検証するために様々な所有権の属性について土地権利証
の場合と同様の分析を行った。具体的には、土地登記、転売権、貸与権、相続人決定権を
考慮した。これらの所有権の属性は互いに相関しているため、同時に推定式に説明変数と
して含めると多重共線性を起こすため１つの推定式には１つの属性のみ含めて推計を行っ
たのが表 の から である。また、多重共線性を緩和するために つの属
性に対して主成分分析を行い、説明力の強い第 、第 主成分を取り出してそれらを つの
推定式に含めて分析を行ったものが である。個々の所有権の属性については「土
地権利証」以外は全て非有意となった。 では第 主成分は非有意、第 主成分は
正に有意となった。第 主成分では転売権、貸与権、相続人決定権が主成分との相関係数
が 0.5以上で負荷量が高く、第 2主成分では土地権利証と土地登記が相関係数が 0.67以上
で負荷量が高くなっており、第 1 主成分が非有意であり、第 2 主成分が正に有意である  
ことが説明できる。
公的な権利証が大きな影響を与える理由としては社会的背景と制度的事情の二側面から
考えられる。ケニアにおいては定住化と土地所有を進めるために 年から私的所有制度
が始まり、中央地域ではほぼ浸透したものの西部では未だ滞っている現状にある（
）。その社会的背景の推移は以下の 段階に分けて考えられる。
①従来土地は農村共同体によって所有されており、伝統的に個々の農民には保有・利用
権があるものの所有権は与えられていなかった（高橋 ）。
②そのため私的所有権制度の開始以降も「個人の所有権」という概念が浸透しにくく、
特に中央政府から遠いケニア西部においては、土地の名義の移転や登記、権利証の交付も
受けていない家計が多くあった（ ）。
③しかし近年人口の移動が盛んになり、従来の農村共同体の絆が弱体化し始めた。これ
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は前述の「現地住民」の推定結果より居住期間の長さの優位性が低下したことからも分か
る。これに伴い社会的通念による所有権が薄れる。
④そこで従来の所有権に代わって政府が交付する土地権利証が重要性を増した、といえる。
また制度的側面としては測量技術の不足が挙げられている。政府機関としては土地定住
省 （土地の登記や定住などを行う）が設けられ、土地の登記を行う制度は確立しているも
のの（ ） 、測量技術の近代化や測量技術者の養
成が遅れている。
結論
本稿では から得られたケニアの農村家計データを用いてアグロフォレストリーの
採用を決定する要因の特定を試みた。分析においては、所有権を中心に、農地および周辺
の環境要因、市場アクセス、家計の特徴についての変数を説明変数とし、プロビット分析
を行った。また、アグロフォレストリー以外の土地改善施策としてテラス、人工肥料、堆
肥も考慮し、多変量プロビット分析を行った。
その結果、土地の所有権を公的に保証する土地権利証の保有がアグロフォレストリーの
採用を促進することが分かった。一方、転売権、貸与権、及び相続人決定権は有意になら
なかったが、それらは、長期的にまた法律的に所有権を保証する土地権利証がある状態と
比べると持続的な土地利用に対するインセンティブが弱いことが理由と考えられる。さら
に、農地の傾斜度が高いほどアグロフォレストリーを採用する傾向があること、また、家
計の所得が高いほどアグロフォレストリーを採用する傾向があることが分かった。他の土
地改善施策についてはそれぞれ結果が異なり、アグロフォレストリーの促進要因が必ずし
も他の土地改善施策に適用できるとは限らないと考えられる。
以上の結果から、ケニアにおいてアグロフォレストリーを普及させるためには土地の私
的所有権の法的支援や、低所得者の一時的支援が必要と考えられる。具体的には、所有権
については土地の所有者に土地の登記を推奨し土地権利証を発行するなど、従来の社会通
念的な所有権に代わって私的所有権の公的な保証の強化が効果的であると思われる。これ
により、将来の収穫の受益に関する不確実性を軽減し、投資としてのアグロフォレストリ
測量局、土地局、土地裁定・定住局、地域計画部の つの部局からなる。特に国家測量・地
図作成機関である測量局は つの部に分かれている。
参照。
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ーが促進されると思われる。低所得農村家計はアグロフォレストリーに消極的なことから、
アグロフォレストリーから利益が得られるまでの期間における経済的支援が重要である。
以上の分析結果は、政府や援助機関によるアグロフォレストリー普及のプロジェクトの
事前調査にも有益な情報を与える。このようなプロジェクトへの参加は通常自主的選択に
基づくので、個々の農村家計の所得やその他の家計固有の属性や農地の地理的条件などの
情報から対象地域におけるプロジェクトへの参加度が事前により正確に予測でき、対策も
講じ易くなると考えられる。
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